
様式 １　公表されるべき事項

国立大学法人上越教育大学の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  ②  令和元年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び令和元年度における改定内容

当該法人の主要業務は教育・研究事業である。役員報酬水準を検討するにあたって、他の国立大学
法人、国家公務員、類似事業を実施している民間法人や独立行政法人等のほか、国・地方公共団体
が運営する教育・研究機関のうち、常勤職員数（当該法人３００人）や教育・研究事業で比較的同等と
認められる、以下の法人を参考とした。
(１) 国立大学法人兵庫教育大学・・・当該法人は同じ国立大学法人として教育・研究事業を実施して
いる（常勤職員数３２５人：平成３０年度）。公表資料によれば平成３０年度の長の年間報酬額は
16,360,000円であり、公表対象年度の役員報酬規程に記載された本俸額等を勘案すると、16,425,000
円と推定される。
同様の考え方により、理事については14,379,000円と推定される。

国立大学法人鳴門教育大学・・・当該法人は同じ国立大学法人として教育・研究事業を実施して
いる（常勤職員数約３３５人：平成３０年度）。公表資料によれば平成３０年度の長の年間報酬額は
16,576,000円であり、公表対象年度の役員報酬規程に記載された本俸額等を勘案すると、16,642,000
円と推定される。
同様の考え方により、理事については12,260,000円と推定される。
(2) 事務次官（指定職８号俸）年間報酬額・・・23,374,000円

・役員に支給される報酬のうち、期末特別手当（賞与）については，国立大学法人評価委員会が行う業
績評価の結果等を勘案し、その者の勤務業績及び貢献度を考慮の上、その額の100分の10の範囲内
で増減することができることとしている。
・法人の長の報酬水準については、他の教員養成系単科大学の長の報酬と同水準であることから妥当
であると考える。

役員報酬支給基準は、俸給・諸手当及び期末特別手当から構成されている。月額に
ついては上越教育大学役員報酬規程に則り、本給９６５，０００円を算出している。期末
特別手当についても上越教育大学役員報酬規程に則り、当該役員が受けるべき俸給
月額並びにこれに対する地域手当及び広域異動手当の月額の合計額に、当該合計
額に１００分の２０を乗じて得た額及び俸給月額に１００分の２５を乗じて得た額を加算し
た額を基礎として６月に支給する場合においては１００分の１６７．５、１２月に支給する
場合においては１００分の１７２．５を乗じて得た額に、基準日以前６月以内の期間にお
けるその者の在職期間の区分に応じた割合を乗じて得た額としている。なお、令和元
年度では，給与法指定職の改定に準拠した期末特別手当支給率の引き上げ（０．０５
月）を実施した。

役員報酬支給基準は、俸給・諸手当及び期末特別手当から構成されている。月額につ
いては上越教育大学役員報酬規程に則り、本給７０６，０００円を算出している。期末特
別手当についても上越教育大学役員報酬規程に則り、当該役員が受けるべき俸給月
額並びにこれに対する地域手当及び広域異動手当の月額の合計額に、当該合計額に
１００分の２０を乗じて得た額及び俸給月額に１００分の２５を乗じて得た額を加算した額
を基礎として６月に支給する場合においては１００分の１６７．５、１２月に支給する場合に
おいては１００分の１７２．５を乗じて得た額に、基準日以前６月以内の期間におけるその
者の在職期間の区分に応じた割合を乗じて得た額としている。なお、令和元年度では，
給与法指定職の改定に準拠した期末特別手当支給率の引き上げ（０．０５月）を実施し
た。



理事

監事

監事（非常勤）

役員報酬支給基準は、俸給・諸手当及び期末特別手当から構成されている。月額につ
いては上越教育大学役員報酬規程に則り、本給６３４，０００円を算出している。期末特
別手当についても上越教育大学役員報酬規程に則り、当該役員が受けるべき俸給月
額並びにこれに対する地域手当及び広域異動手当の月額の合計額に、当該合計額に
１００分の２０を乗じて得た額及び俸給月額に１００分の２５を乗じて得た額を加算した額
を基礎として６月に支給する場合においては１００分の１６７．５、１２月に支給する場合
においては１００分の１７２．５を乗じて得た額に、基準日以前６月以内の期間における
その者の在職期間の区分に応じた割合を乗じて得た額としている。なお、令和元年度
では，給与法指定職の改定に準拠した期末特別手当支給率の引き上げ（０．０５月）を
実施した。

役員報酬支給基準は、俸給・諸手当及び期末特別手当から構成されている。月額につ
いては上越教育大学役員報酬規程に則り、本給５６２，０００円を算出している。期末特
別手当についても上越教育大学役員報酬規程に則り、当該役員が受けるべき俸給月
額並びにこれに対する地域手当及び広域異動手当の月額の合計額に、当該合計額に
１００分の２０を乗じて得た額及び俸給月額に１００分の２５を乗じて得た額を加算した額
を基礎として６月に支給する場合においては１００分の１６７．５、１２月に支給する場合に
おいては１００分の１７２．５を乗じて得た額に、基準日以前６月以内の期間におけるその
者の在職期間の区分に応じた割合を乗じて得た額としている。なお、令和元年度では，
給与法指定職の改定に準拠した期末特別手当支給率の引き上げ（０．０５月）を実施し
た。

非常勤役員報酬支給基準は、俸給から構成されている。月額については上越教育大
学役員報酬規程に則り、本給１００，０００円を算出している。



２　役員の報酬等の支給状況
令和元年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

16,387 11,580 4,757 50 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円

11,952 8,472 3,480 3月31日

千円 千円 千円 千円

12,002 8,472 3,480 50 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円

12,323 7,579 3,384

54
703
552
 50

（地域手当）
（広域異動手当）
（単身赴任手当）
（通勤手当）

3月30日 ◇

千円 千円 千円 千円

9,538 6,744 2,770 24 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円

1,200 1,200

（　　　　）
注１： 総額，各内訳について千円未満切り捨てのため，総額と各内訳の合計額は必ずしも一致しない。

注２：

役名
就任・退任の状況

その他（内容）

前職欄の「◇」は、役員出向者（国家公務員退職手当法（昭和28年法律第182号）第８条第１項の規定に基
づき、独立行政法人等の役員となるために退職し、かつ、引き続き同項に規定する独立行政法人等の役員
として在職する者）であることを示す。

B監事
（非常勤）

前職

A監事

法人の長

A理事

B理事

C理事



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　理事（非常勤）

　監事

　監事（非常勤）

【文部科学大臣の検証結果】

・国立大学法人上越教育大学は、教員の養成と再教育を担い教育に関する先端的な
研究を進める大学を運営することを使命としており、大学の機能強化に向けて実践的
指導力の育成・強化を学長のリーダーシップの下で推進している。

そうした中で学長は、常勤職員約３００人の法人の代表としてその業務を総理するとと
もに、校務をつかさどり、所属職員を統督して経営責任者と教学責任者の職務を同時
に担っている。

学長の報酬月額は、法人化移行前に適用されていた国家公務員指定職俸給表の俸
給月額を踏まえて決定しているが、学長の職務の特性は前述のとおり法人化移行前と
同等以上であると言え、また、報酬水準は、他の教員養成系単科大学の長の報酬と同
水準である。

こうした職務の特性や他法人との比較を踏まえると、報酬水準は妥当であると考える。

・国立大学法人上越教育大学は、教員の養成と再教育を担い教育に関する先端的な
研究を進める大学を運営することを使命としており、大学の機能強化に向けて実践的
指導力の育成・強化を学長のリーダーシップの下で推進している。

そうした中で理事は、学長を補佐して本学の業務を掌理し、学長に事故があるときは
その職務を代理し、学長が欠員のときにはその職務を行うなどの重要な職責を担って
いる。

理事の報酬月額は、法人化移行前に適用されていた国家公務員指定職俸給表の
俸給月額を踏まえて決定しているが、理事の職務の特性は前述のとおり法人化移行
前と同等以上であると言え、また、報酬水準は、他の教員養成系単科大学の同等職
の報酬と同水準である。

こうした職務の特性や他法人との比較を踏まえると、報酬水準は妥当であると考える。

該当者なし

・国立大学法人上越教育大学は、教員の養成と再教育を担い教育に関する先端的な
研究を進める大学を運営することを使命としており、大学の機能強化に向けて実践的
指導力の育成・強化を学長のリーダーシップの下で推進している。

そうした中で監事は、本法人の監査を行う重要な職責を担っている。
報酬水準は、他の教員養成系単科大学の同等職の報酬と同水準である。
こうした職務の特性や他法人との比較を踏まえると、報酬水準は妥当であると考える。

・国立大学法人上越教育大学は、教員の養成と再教育を担い教育に関する先端的な
研究を進める大学を運営することを使命としており、大学の機能強化に向けて実践的
指導力の育成・強化を学長のリーダーシップの下で推進している。

そうした中で監事は、本法人の監査を行う重要な職責を担っている。
報酬水準は、他の教員養成系単科大学の同等職の報酬と同水準である。
こうした職務の特性や他法人との比較を踏まえると、報酬水準は妥当であると考える。

職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職、他の同規模の国立大学法人との比
較などを考慮すると、役員の報酬水準は妥当であると考える。



４　役員の退職手当の支給状況（令和元年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。

法人の長

理事

監事

法人での在職期間

監事
（非常勤）

理事
（非常勤）



５　退職手当の水準の妥当性について
【法人の判断理由等】

区分

【文部科学大臣の検証結果】

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

該当者なし

理事
（非常勤）

該当者なし

該当者なし

法人の長

該当者なし

監事

監事
（非常勤）

判断理由

該当者なし

理事

・役員に支給される報酬のうち、期末特別手当（賞与）については、国立大学法人評価委員会が行う業
績評価の結果等を勘案し、その者の勤務業績及び貢献度を考慮の上、その額の100分の10の範囲内で
増減することができることとしている。
・法人の長の報酬水準については、他の教員養成系単科大学の長の報酬と同水準であることから妥当
であると考える。

該当なし



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び令和元年度における主な改定内容

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

・当該法人職員の給与水準を検討するにあたって、職員数の適正化を図りつつ、国家公務員の同種の
職員と同水準とする等により、適正な人件費の管理に努めている。併せて、他の国立大学法人等、国家
公務員の職員数、平均年齢、平均経験年数及び平均給与月額を参考としている。
・国立大学法人兵庫教育大学・・・当該法人は、教員養成系大学という面において類似する国立大学法
人であり、法人規模についてもほぼ同等（常勤職員数３２５人：平成３０年度）となっている。
・国家公務員・・・平成３１年国家公務員給与実態調査より、国家公務員のうち行政職俸給表（一）の平均
給与月額は，４１１，１２３円となっており、全職員の平均給与月額は４１７，６８３円となっている。
・平成３１年職種別民間給与実態調査において、当該法人と同規模で、同等の職種（一般職（一）相当）
の大学卒の平均給与支給額は１９９，８７０円となっている。

・人材評価の評価結果や勤務成績等を考慮して昇格及び昇給を実施し、また、勤勉手当の成績率を決
定することとしている。
　○俸給月額（昇格）：勤務成績が良好で昇格基準に達している場合、従事する職務に応じ，かつ総合的
な能力の評価により上位の級に昇格させることができる。
　○俸給月額（昇給）：昇給区分C（４号俸）を標準として、勤務成績に応じてA（８号俸）からE（０号俸）の昇
給区分で昇給させることができる。
　○賞与（勤勉手当査定分）：基準日（６月１日及び１２月１日）以前６箇月以内の期間における勤務成績
に応じて、支給割合（成績率）を決定する。

・上越教育大学職員給与規程に則り、俸給及び諸手当（俸給の調整額、管理職手当、初任給調整手当、
扶養手当、地域手当、広域異動手当、住居手当、単身赴任手当、義務教育等教員特別手当、教職調整
額、本省業務調整手当、通勤手当、高所作業手当、大学入試センター試験業務手当、免許状更新講習
業務手当、教員特殊業務手当、教育実習等指導手当、教育業務連絡指導手当、超過勤務手当、休日
給、夜勤手当、管理職員特別勤務手当、期末手当、勤勉手当及び期末特別手当）としている。
期末手当については、期末手当基準額（俸給＋俸給の調整額＋扶養手当＋地域手当＋広域異動手当
＋役職段階別加算額＋管理職加算額）に６月に支給する場合においては１００分の１３０，１２月に支給す
る場合においては１００分の１３０を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間
に応じた割合を乗じて得た額としている。
勤勉手当については、勤勉手当基準額（俸給＋俸給の調整額＋地域手当＋広域異動手当＋役職段階
別加算＋管理職加算額）に勤勉手当の支給実施要領に定める割合を乗じて得た額としている。
なお、令和元年度における主な改定内容については、以下のとおり。
・平成３１年４月から、
　　扶養手当の額改定
    寒冷地手当の廃止
・一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律（令和元年法律第５１号）に基づく一般職
の職員の給与について、以下の措置を講ずることとした。
　(1) 俸給表（俸給月額）について増額改定
　(2) 俸給の調整額について職務の級が１級及び２級の調整基本額を増額改定
  (3) 勤勉手当及び期末特別手当の成績率について増額改定
　【令和元年１２月１日適用】

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

231 49.5 7,563 5,428 55 2,135
人 歳 千円 千円 千円 千円

80 48.0 5,995 4,350 51 1,645
人 歳 千円 千円 千円 千円

118 52.7 8,766 6,226 54 2,540
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

33 41.9 7,061 5,185 69 1,876
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

 

〔年俸制適用者〕
人 歳 千円 千円 千円 千円

6 35.5 6,535 4,377 46 2,158
人 歳 千円 千円 千円 千円

6 35.5 6,535 4,377 46 2,158

〔再任用職員〕
人 歳 千円 千円 千円 千円

7 64.8 3,433 2,884 44 549
人 歳 千円 千円 千円 千円

7 64.8 3,433 2,884 44 549

人 歳 千円 千円 千円 千円

3 50.8 2,324 1,683 16 641
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 50.8 2,324 1,683 16 641
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

注3：「教育職種（大学教員）」、「医療職種（病院医師）」及び「医療職種（病院看護師）」の職種については、該当者が
いないため欄を省略した。

常勤職員

特任教員
（退職教員等）

区分

特任教員
（寄附講座等）

うち賞与

事務・技術

うち所定内平均年齢
令和元年度の年間給与額（平均）

総額
人員

注2：事務・技術職員以外の職種の該当者が2人以下であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあるこ
とから、区分以外は記載せず、非常勤職員全体の数値からも除外している。

常勤職員

その他医療職種
（看護師）

注1：「技能・労務職種」とは、自動車運転手である。

注2：「教育職種（附属義務教育学校教員）」には、附属幼稚園教員を含む。

技能・労務職員

教育職種
（大学教員）

注3：「特任教員（人事交流教員）」とは、都道府県教育委員会との人事交流による大学教員である。

注4：「技能・労務職員」については該当者が1人、「その他医療職種（看護師）」については該当者が1人、「特任教員
（人事交流教員）については該当者が1人、「特任教員（寄附講座等）」については該当者が2人のため、当該個人に関
する情報が特定されるおそれがあることから、区分以外は記載せず、常勤職員全体の数値からも除外している。

非常勤職員

事務・技術職種

教育職種
（附属義務教育学校教員）

注1：「技能・労務職種」とは、用務員である。

技能・労務職種

その他医療職種
（医療技術職員）

専門行政職員

特任教員
（人事交流教員）

常勤職員

年俸制Ⅰ型
（大学教員）

注5：「医療職種（病院医師）」及び「医療職種（病院看護師）」の職種については、該当者がいないため欄を省略した。



② 年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）)
〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

・年齢20～23歳の該当者は1人、年齢24～27歳の該当者は2人、40～43歳の該当者は1人であるため、当該個人に関する情報が
特定されるおそれのあることから、年間給与については表示していない。
・年齢28～31歳の該当者は4人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、年間給与額の第1・第3四
分位については表示していない。

・年齢32～35歳の該当者は3人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、年間給与額の第1・第3四
分位については表示していない。
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③
（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

　代表的職位

　・次長 1 - -

　・課長、特命課長、室長 16 56.6 7,525

　・副課長 15 54.3 6,472

　・主査 30 48.3 5,796

　・主任 4 43.0 4,798

　・スタッフ 14 32.2 3,870

（教育職員（大学教員））

平均
人 歳 千円

　代表的職位

　・教授 71 56.9 9,358

　・准教授 41 45.6 7,643

　・講師 4 46.3 7,027

　・副学長 2 - -

④
（事務・技術職員）

夏季（６月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

57.6 56.9 57.2

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 42.4 43.1 42.8

％ ％ ％

         最高～最低 52.6～39.4 51.0～40.7 51.8～40.0

％ ％ ％

58.5 57.3 57.9

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 41.5 42.7 42.1

％ ％ ％

         最高～最低 46.4～38.7 47.5～39.7 46.9～39.4

（教育職員（大学教員））

夏季（６月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

56.1 54.4 55.2

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 43.9 45.6 44.8

％ ％ ％

         最高～最低 49.8～39.4 53.5～41.0 51.7～41.5

％ ％ ％

58.9 57.6 58.2

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 41.1 42.4 41.8

％ ％ ％

         最高～最低 46.4～38.5 47.5～39.9 45.7～39.3  

4,485　～　3,082

一般
職員

一般
職員

区分

区分

一律支給分（期末相当）

平均年齢

-

6,675　～　4,314

分布状況を示すグループ

 6,980　～　6,212

（最高～最低）

年間給与額

千円

－

注3：本法人は係制ではないため、係長相当職である「主査」を代表的職位として掲げた。

注5：本法人は係制ではないため、係員相当職である「スタッフ」を代表的職位として掲げた。

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員））

 9,479　～　6,313

-

注2：次長の該当者は１人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、平均年齢及び年
間給与額は表示していない。

注1：本法人は部制ではないため、部長相当職である「次長」を代表的職位として掲げた。

注4：主任の該当者は４人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、年間給与額の（最
高～最低）については表示していない。

分布状況を示すグループ

賞与（令和元年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員））

一律支給分（期末相当）

人員

一律支給分（期末相当）

11,832　～　7,883

 8,469　～　6,650

平均年齢
年間給与額

（最高～最低）
千円

-

一律支給分（期末相当）

人員

管理
職員

管理
職員

注7：副学長は２人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、平均年齢及び年間給与
額は表示していない。

注6：講師は４人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、年間給与額の（最高～最
低）については表示していない。



３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標　９０．５

４　モデル給与

（扶養親族がいない場合）

事務・技術系職員

○２２歳（スタッフ、大卒初任給）

月額182,200円、年間給与2,730,000円

○３５歳（主任）

月額253,600円、年間給与4,184,000円

○５０歳（係長（主査））

月額355,000円、年間給与6,006,000円

教育職員（大学教員）

○２８歳（修士修了講師）

月額285,700円、年間給与4,544,000円

○３５歳（准教授）

月額363,600円、年間給与6,.380,000円

○５０歳（教授）

月額485,500円、年間給与8,578,000円

※扶養親族がいる場合には，扶養手当（配偶者6,500円、子１人につき

10,000円）を支給

（文部科学大臣の検証結果）
給与水準の比較指標では国家公務員の水準未満となっていること等から給
与水準は適正であると考える。引き続き適正な給与水準の維持に努めてい
ただきたい。

（注）上記比較指数は、法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に、令和元年度の教
育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指数である。

項目

対国家公務員
指数の状況

内容

　給与水準の妥当性の
　検証

講ずる措置

・年齢・学歴勘案　　　　　８２．２

・年齢勘案　　　　　　　　８０．２
・年齢・地域勘案　　　　　８８．１

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

今後も適正な給与水準を維持していく。

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　76.6％】
（国からの財政支出額　3,402,000千円，支出予算の総額 4,443,000千円：令和元年
度予算）
【累積欠損額　0円】（平成30年度決算）
【管理職の割合　19.5％】（常勤職員数82人中16名）
【大卒以上の高学歴者の割合　29.3％】（常勤職員数82人中24名）
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合 54.5％】
（支出総額　4,162,050千円，給与報酬等支給総額　2,269,969千円：平成30年度決
算）

（法人の検証結果）
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合は50％を超えているが、「対国家
公務員指数」は100未満であり、平成30年度決算における累積欠損額もないことから
給与水準は適正であると考える。

（参考）対他法人　　　　　９２．１
・年齢・地域・学歴勘案　　８８．７



５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

・人材評価の評価結果や勤務成績等を考慮して昇格及び昇給を実施し、また、勤勉手当の成績率を決
定することとしている。

○俸給月額（昇格）：勤務成績が良好で昇格基準に達している場合、従事する職務に応じ、かつ総合的
な能力の評価により上位の級に昇格させることができる。

○俸給月額（昇給）：昇給区分C（４号俸）を標準として、勤務成績に応じてA（８号俸）からE（０号俸）の昇
給区分で昇給させることができる。

○賞与（勤勉手当査定分）：基準日（６月１日及び１２月１日）以前６箇月以内の期間における勤務成績
に応じて、支給割合（成績率）を決定する。



Ⅲ　総人件費について

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

特になし。

福利厚生費

注：「非常勤役職員等給与」においては、受託研究費その他競争的資金等により雇用される職員に係る費用及び人材
派遣契約に係る費用等を含んでいるため、財務諸表附属明細書の「（１８）役員及び教職員の給与の明細」における非
常勤の合計額と一致しない。

最広義人件費

358,559 371,106 374,471

非常勤役職員等給与
159,421 158,921 174,144 161,351

3,007,083 2,933,4703,045,8533,080,928

退職手当支給額
327,343 282,972 191,864 128,532

357,134

区　　分

給与、報酬等支給総額
2,237,030 2,245,401 2,269,969 2,269,116

○「退職手当支給額（Ｂ）の増減の要因　（対前年比　△33.00％）
　・支給人員の減

○「非常勤役職員等給与（Ｃ）」の増減の要因　（対前年比　△7.35％）
　・寒冷地手当廃止による減

○「福利厚生費（Ｄ）」の増減の要因　（対前年比　0.91％）
　・法定福利費の増

○「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成２９年１１月１７日閣議決定）に基づき、平成３０年１月１日より役
職員の退職手当について支給水準が次のとおりとなった。
　役員に関する講じた措置の概要：基本額に８３．７％を乗じて支給。
　職員に関する講じた措置の概要：基本額に８３．７％を乗じて支給。

○「給与，報酬等支給総額（Ａ）」の増減の要因　（対前年比　△0.04％）
　・俸給月額改定による増
　・１２月期勤勉手当の成績率の増
　・寒冷地手当廃止による減


